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脱炭素化と太陽光発電
一般社団法人日本PVプランナー協会 常務理事・事務局長

大槻 浩之

特集タイトル太陽電池のいま

太陽光発電システムの
概要について1

太陽光発電システムの中心は太陽電池であ
る．太陽電池は太陽の光エネルギーを直接電気
に変えるシリコンを主体とした半導体でできた
エネルギー変換素子であり「電池」と呼ぶが，
電気をためる機能はない．電気的な性質の異な
る 2種類（p型，n型）の半導体を重ね合わせ
た構造となっており，太陽の可視光線が当たる
と，電子（−）と正孔（+）が発生し，正孔（+）
は p型半導体側（裏面）へ，電子（−）は n
型半導体（表面）へ引き寄せられる．このため
表面と裏面につけられた電極に負荷を繋ぐと電
流が流れだす．

n型半導体
電極（表）

電極（裏）
p型半導体
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太陽光パネル（電池）の構成2
・セル：約 18 cm四方の，太陽電池の基本単位．
・ モジュール：セルを第 2図のように集合さ

せガラス面や枠で囲い 1枚にしたものをモ
ジュール，またはパネルと呼ぶ．
・ アレイ：パネルを直列に繋いだものをストリ
ングスといい，複数のストリングスの集合体
をアレイと呼ぶ．

太陽光発電住宅用
システム構成3

太陽電池モジュール

蓄電池

パワー
コンディショナ

分電盤 電力
量計
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太陽光パネルは太陽の光が当たることで「直
流」電気がつくられ，パワーコンディショナ（パ
ワコン）によって「交流」電気に変換され，家
庭内などの電気として使用される．太陽の光は，
朝は東から夕方は西へと時間によって移動する
ため，パネルに当たる角度が正対に近い方がよ
り発電するので朝の 10時～夕方 4時くらいが
発電時間帯となる．

セル モジュール アレイ

第 2図

1日の発電量は？ 1日の間で朝・昼・
夕・夜間と日射量が
変化し，それに伴い
発電電力も変化する．
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地球温暖化と国の対策4
地球の表面は太陽熱で温められ，余分な熱は
宇宙に出ていくが，産業革命以降に大気中の二

酸化炭素などの排出が増えて温室効果を生み，
大気の熱が宇宙に出ていないことで，気温が上
がる「地球温暖化」をもたらしている．
そのため，わが国は二酸化炭素などの排出を
止めるべく脱炭素社会を構築するために「2050
年カーボンニュートラル」を宣言し実行している．
二酸化炭素（CO2）は人間のさまざまな活動

第1表⑵

太陽電池
モジュール
（パネル）

太陽の光エネルギーを電気に変換す
る装置．

接続箱 太陽電池モジュールからの直流配線
を一本にまとめ，パワーコンディショ
ナに送るための装置．

パワーコン
ディショナ

太陽電池モジュールで発電した直流
電力を，家庭で使える交流電力に変
換するための装置．
また，太陽光発電システムを設置し
ている家庭が停電になると，システ
ムは自動的に停止するが，太陽の出
ている時間帯は発電することができ
るため，自立運転機能のスイッチを
入れると，その電力を利用すること
ができる．

分電盤 家の配線に電気を分ける装置．
電力量計 電力会社に売った電力や買った電力

を計量するメータ．
蓄電池 電気をためる装置．

昼に太陽光発電システムで発電した
電気をためて，夜に使って自家消費
を増やしたり，夜にためた電気を昼
に使ってピーク電力を減らしたりで
きる．停電の際に，電気をためてい
れば夜でも電気を使うことができる．

発電量
モニタ

発電量や消費電力量などを表示する
装置．
電気の使用量が見えることで省エネ
意識が芽生える．

工場や自動車が増えて，
二酸化炭素の排出が多い
暮らしになった

昔は，二酸化炭素の排出が
少ない暮らしをしていた

木や草は CO2を吸収し，
O2を出している
O2 = 酸素
CO2 = 二酸化炭素

熱の放出が少なく
余分な熱が残ってしまう

宇宙に余分な熱が
放出される

二酸化炭素などが増えて
濃くなった温室効果ガスの層

二酸化炭素などが増えて
濃くなった温室効果ガスの層

太陽
の熱

太陽の熱
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■　 2020 年 10 月 26 日，第 203 回臨時国会にお
いて，「2050 年カーボンニュートラル，脱炭
素社会の実現を目指す」ことが宣言された．

■　 2021 年 4月 22 日，地球温暖化対策推進本部
および米国主催気候サミットにおいて，2030
年度に温室効果ガスを 2013 年度から 46 %
削減することを目指すこと，さらに 50 % の
高みに向け挑戦を続けること等を発言．

【第 203 回国会における所信表明演説】(2020 年
10 月 26 日）〈抜粋〉
　 菅政権では，成長戦略の柱に経済と環境の好循
環を掲げて，グリーン社会の実現に最大限注力
して参ります．わが国は，2050 年までに，温室
効果ガスの排出を全体としてゼロにする，すな
わち 2050 年カーボンニュートラル，説炭素社
会の実現を目指すことを，ここに宣言いたしま
す．

【米国主催気候サミットにおけるスピーチ】（2021
年 4月 22日）〈抜粋〉
　 地球規模の課題の解決に，わが国としても大き
く踏み出します．2050 年カーボンニュートラ
ルと整合的で，野心的な目標として，わが国は，
2030 年度において，温室効果ガスを 2013 年度
から 46 %削減することを目指します．さらに，
50 %の高みに向け，挑戦を続けてまいります．

第 6図⑸
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から排出されているが，最も大きな排出源は化
石燃料を用いたエネルギー利用である．化石燃
料を燃焼させると CO2が大量に排出されるた
め，脱炭素化社会の担い手として CO2の排出
が少ない再生可能エネルギー（再エネ）の導入
を進められているが，わが国の地形・気候の特
性上とコストや設置までの年数などから太陽光
発電が最も普及しやすいため特に推進されてい

る．太陽光発電は太陽光のエネルギーが電力に
変換される過程において，CO2をほとんど発
生しないとされている．化石燃料における発電
では 1 kW ⋅h当たり，約 690 gの CO2が排出
されるのに比べ，太陽光発電では約 18 g程度
になっている．
わが国は 2021年に温室効果ガス削減の中期
目標と長期目標を見直し，2030年目標として
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排出量
（億t/CO2換算）

今世紀後半の
できるだけ早期に
「脱炭素社会」
（排出実質ゼロ）

を実現

令和3年4月22日
地球温暖化対策推進本部・気候サミット

2019年度（確報値）
12.12億t

（2013年度比14.0 %減)

2050年までに
80 %減

基準年度 排出量
2013年度 14.08億t

※削減目標決定時の数値

2014年度以降
6年連続削減

これまでの2030年 目標
2013年度比 26 %減
（10.42億t）

2050年までに
排出実質ゼロ

新たな2030年目標
2013年度比46 %減を目
指す．さらに，50 %の高
みに向けて，挑戦を続ける

令和2年10月26日
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■　 2030 年に向けた再エネの追加導入としては，比較的短期間に設置できる太陽光発電が重要．
■　 その一方で，太陽光発電を巡っては，適地がみつかりにくくなってきている，地域においてトラ
ブルが生じる事例も見られるなど，促進していく上での課題も生じているところ．

■　 環境省として，こうした課題に対応しつつ，太陽光発電を促進するため，
　①国・自治体の公共建築物の率先実行
　② 改正温対法による促進地域等を活用した，自治体関与による地域共生型太陽光発電の促進
　③ 民間企業・④住宅等における自家消費型太陽光発電の促進
　 等に取り組むとともに，⑤脱炭素先行地域づくり等に取り組む．

①公共部門の率先実行
　（自家消費型，地域共生型）

②自治体関与による
地域共生型太陽光発電

③④民間企業・住宅等での自
家消費

ため池に太陽光発電設備設置検
討に当たり，自治体が支障の有
無を確認するチェックリストを
用意し，円滑な利用を促してい
る事例がある．

北海道胆振東部地震（H30.9）
停電発生
→停電発生と同時に自立運転に
切替え，最低限のコンセントや
電灯が使用可能に

花王は，2019年 2月から，グ
ループの栃木工場の既設生産棟
2棟の屋根に約 1 500 kW分
の自家消費型 PVを導入．

第 8図⑺
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2013年度比 46 %削減を中期目標と定めたが，
昨年のG7広島サミットの合意結果から，新た
に 2035年目標の策定に動きだしている．
【環境省の取組み】
環境省では太陽光発電促進のための取組みを
行っている．①公共部門の率先実行ということ
で国土交通省からも 2030年までに設置可能な
公共施設の 50 %に設置を行うよう要望が出て
おり，各自治体においては設置可能な施設の調
査も開始されている．②自治体による地域共生
型太陽光発電では，地球温暖化対策の推進に関
する法律による促進地域等を活用した，自治体
関与による地域共生型太陽光発電を促進してい
る．③・④民間企業・住宅等での自家消費型太
陽光発電の推進では，各種補助金の交付により
民間設置が進み，また東京都などのように設置
義務化 +補助金交付という両面でも進んでい
る．

FIT 全量買取りから
自家消費へ5

2012年度から始まった FIT（再生可能エネ
ルギーの固定価格買取制度）は，電力会社が一
定の価格で一定の期間，再生可能エネルギー電
気を買い取るもので，太陽光発電の場合は 20
年間の買取り期間（10 kW未満家庭用は 10年）
となっている．

2012年度は 10 kW以上において買取価格
が 40円（税別）/kW ⋅hから始まった．これに
よっていわゆる事業用太陽光の野立てといわれ
る地面に杭を打ち架台を設置し太陽光パネルを
並べて発電所とする形が主流となり，全国に
普及した．2012年は 40円（以後すべて税別）
→ 2013年は 36円→ 2014年は 32円と買取
り価格を減額しながらも制度が継続するなかに
おいて，特に低圧（10～ 50 kW未満）の発電
所が投資物件として売買されてきた．10年間
の一定の売電収益で投資（土地取得，土地改良，
設置費用，管理費用他）を回収し，残り 10年
間で利益を上げる，いわゆる利回り 10 %を実

現し，主に個人投資家が 5～ 10件も購入して
いくような状況となった．
一方，FITの買取り価格は，32円→ 29円
→ 24円→ 21円→ 18円→ 14円→ 13円と減
額され続けた．2017年からは 2 000 kW以上
の規模の太陽光発電所は買取価格が入札で決定
されることになり，2019年からは 500 kW以
上に対象が広がった．その結果，投資物件とし
ては投資額を利回りに合わせるべく価格を下げ
る結果となり，太陽光発電所の設置費用が大幅
に下がることとなった．ここまで発電所の設置
費用が下がると，電気を購入している企業の工
場・商業施設・冷凍倉庫などでは太陽光発電を
自社施設に取り付け，発電した電気を使う（自
家消費太陽光発電）ようになった．費用対効果
が良く，再エネ電気を自ら使うことで脱炭素化
に貢献できること，災害などで購入している電
気が止まっても自社発電の電気が使えることな
ど多様な面から多くの企業が自家消費型太陽光
発電の設置を行っている．
電気は売るのではなく自ら使うという太陽光
発電の本来の姿になってきたといえよう．

2023 年度改正省エネ法施行6
エネルギーの使用の合理化及び非化石エネ
ルギーへの転換等に関する法律法は，オイル
ショック後の 1979年に制定され，エネルギー
使用者への規制を行ってきた．省エネ法では
事業者全体のエネルギー使用量が 1 500 kL/年
（原油換算）以上の事業者を特定事業者等（全
国で約 12 000社）とし，年間平均 1 %以上
のエネルギー消費原単位の低減などが目標とさ
れている．
政府の 2050年カーボンニュートラル宣言で

は，大幅な CO2削減には再エネの大量普及だ
けでなく省エネも重要となっている．
そこで今回の改正省エネ法では，先にでた特
定事業者等に対し新たに「非化石エネルギー」
という定義を設定し，従来の化石燃料による
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エネルギーから非化石エネルギー転換目標の
設定を義務化した．特定事業者等約 12 000社

のうち，主要 5業種約 2 200社（自動車製造
業・製紙業・鉄鋼業・セメント業・化学工業）
には非化石エネルギーの転換目標の目安案を提
示し，残り約 10 000社は自己目標を作成し毎
年報告することとなった．このことにより業種
ごと，あるいは企業ごとに目標を定め，取組み
を行って，報告することとなったため，前述の
自家消費型太陽光発電の設置が進むこととなっ
た．

太陽光発電の
設置形態の多様化7

企業の自社所有設備（工場・店舗・倉庫・カー
ポートなど）の屋根などに自社設備として太陽
光発電システムを設置し，発電した電気を自ら
使うことを自家消費という．
また，太陽光発電設備を自社で保有せず，建
物の屋根などに第三者が設置した発電設備から
再エネ電気を購入する方式をオンサイト PPA
といい，設置費用をかけずに脱炭素化に貢献す
る手法として民間・自治体問わず増えている．
以上の場合，屋根などの面積に応じた太陽光
パネルしか置けないため，その設備の電気使用
量が多いと必要な電気を賄いきれず，電気使用
量の 15～ 25 %にとどまることになる．そこ
で敷地外に自社保有の野立て太陽光発電所を建
て電力系統を使い自社施設に電気を引き込む自
己託送という仕組みがある．
ほかにもオフサイト PPAという，第三者保
有の野立てなどの太陽光発電所から電力系統を
使って自社施設に電気を引き込む方法があり，
こういった手法が大規模な再エネを活用した脱
炭素化を進める方法として注目を集めている．
主に大手企業が発電所を保有する会社をつく

排出

除去

炭素
除去 吸収・除去

その他の
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12.4億t

2050年
排出+除去で実質0 t
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産業
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省エネルギーを徹底し，
再生可能エネルギーを最
大限導入するとともに，
（中略）安定的なエネル
ギー供給を確立します．

大幅なCO2削減には省エネも重要！

・省エネの徹底，再エネの最大限導入などに言及
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第 9図　2050年カーボンニュートラル宣言⑻，⑼

セメント製造業

自動車製造業

2030年度における，焼成工程（キルン等）における
燃料の非化石比率を 28 %とする．

2030年度における，使用電気全体に占める非化石
電気の割合を 59 %とする（外部調達分と自家発電
分を合わせた数字）．

化学工業（石油化学・ソーダ工業）※1
製紙業（洋紙製造業・板紙製造業）※1

主燃料を石炭とするボイラーを有する事業者につ
いては，2030 年度における石炭使用量を，2013 
年度比で 30 % 削減する．そうでない事業者につい
ては，外部調達電気の非化石比率を 59 %とする．

鉄鋼業（高炉）※1
水素や廃プラスチック，バイオマスの導入等の非化
石エネルギーへの転換に向けた取組により，粗鋼ト
ン当たり石炭使用量原単位を，2030年度において
2013年度比 2.0 %削減する．

鉄鋼業（電炉普通鋼・電炉特殊鋼）※1
2030年度における，使用電気全体に占める非化石
電気の割合を 59 %とする（外部調達分と自家発電
分を合わせた数字）．
第10図　主要 5業種の非化石エネ転換目標の目安⑽

事業所企業

企業による設置 ：発電した電気の流れ

屋根置き
太陽光

企業による
電力消費

余剰電力が生じた
場合は売電も可能

第11図⑾　建物屋根への導入（購入方式）
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り，大手企業の施設に再エネ電気を供給する取
組みなどが始まっている．

新たな設置場所8
脱炭素化を進めるにあたり，企業・自治体で
消費する電気を自家消費またはオンサイト /オ

フサイト PPAによって再生可能エネルギーか
ら調達することが必要だが，太陽光発電はパネ
ル 1枚で約 300～ 400 Wの発電となるため，
大量のパネルを設置可能とするには広い建物や
土地が必要である．建物は電気の需要に対して
設置できる面積が少なく，野立て太陽光発電所
は FIT導入後から大量に設置され，もはや適地
が少ない．そのため，林地開発や斜面開発（斜
面の樹を伐採）やゴルフ場跡地（もともと山林）
利用も行われているが，そうした開発行為は決
して環境に優しいとはいいがたく，再エネ電気
を購入する大手企業にとって自社の評判を下げ
ることに繋がりかねない．このため，環境に優
しく平らで広く太陽光が当たる新たな設置場所
として農地で農業生産しながら太陽光発電を行
う営農型太陽光発電がオフサイト PPAにおい
て注目されている．

JPEA（一般社団法人太陽光発電協会）では，
「2050年想定導入量における導入場所」とし
て農業関連に大きなポテンシャルがあると報告
している．
①　営農型太陽光発電
国内では 2012年ごろから，営農している農
地の一部を一時転用して背丈の高い架台を設置
し，その上に太陽光パネルを置くことで農業も
同時に行う，太陽光のシェアリング（農作物と
発電）が進められている．当初は作物が必要と
する太陽光と発電に使う部分のシェア率が問題
であったが，現在はさまざまな検証結果から
作物：発電のシェア率が，稲作で 80：20，根
菜類では 60：40というふうに実証が進んでい
る．また，近年の地球温暖化による気温上昇に
より夏場などは作物も日焼けを起こしたり水不
足で傷んで育成が悪くなるという問題も起きて
きた．農業従事者も日影がない場所での作業が
厳しくなっていたが，太陽光パネルが日よけと
なり，作業効率が上がるようになってきた．
当初は売電収益が農業の収益の助けになるこ

とから進んできたが，前述のように新たな設置
場所として大規模農場の上に太陽光発電を設置

：発電した電気の流れ

電力の
需要家

小売電気
事業者

電力の需要家が所
有する需要施設か
ら離れた場所

発電事業者が
太陽光発電設備を設置
発電事業者が
設置・運用・保守
電力の需要家
以外の主体が所有

発電事業者
電力利用料

PPA
（電力購入契約）

第14図⑾　オフサイトコーポレートPPA方式

電力の需要家自己託送電力の需要家が所有する
需要施設から離れた場所

：発電した電気の流れ

電力の需要家※
が太陽光発電設
備を設置

一般送配電事業者
の送配電網を利用
して発電電力を電
力の需要家に供給

発電電力を
自家消費

※発電事業者または密接な
  関係をもつ者が設置する
  場合もある

第13図⑾　自己託送方式

事業所
電力の需要家発電

事業者
電力
利用料

PPA
電力購入
契約

発電事業者が
設置・運用・保守

：発電した電気の流れ

電力の需要家に
よる電力消費

余剰電力が生じた
場合は発電事業者

が売電

屋根置き
太陽光

第12図⑾　建物屋根への導入（オンサイトPPA方式）
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しオフサイト PPAとして企業が設置する事例も
増えつつある．農地は元来自然を開拓し平らに
整地し行ってきた．環境に負荷を与えず，平らで
太陽光が十分に得られる営農型太陽光発電の設

置は新たな設置場所として有望であると考える．
また，農業においても脱炭素化は進めていく
必要があるなかで営農しながら再エネ電気がそ
の場で容易に得られることは大切なことである．
②　上下水道設備の太陽光発電
環境省では自治体の所有する上下水道施設へ
のオンサイト PPAでの太陽光発電の設置を促
進している．大量の電気を消費する浄水場，水
再生センター，浄化センターや隣接するろ過池，
沈殿池，濃縮槽などへの設置事例があり，各自
治体に設置を働きかけている．

導入ポテンシャル　設置区分詳細 農地
✓農地は，耕地（田・畑），荒廃農地（再生利用可能・再生利用困難）の 4種類に分けられる．注1）
✓ 耕地の導入ポテンシャルは 1 276 GWDC（田：626.6 GWDC，畑：649.4 GWDC），荒廃農地の導入ポテンシャ
ルは 286.4  GWDC（再生利用可能（地上設置型）：44.0 GWDC，再生利用可能（営農型）：17.5 GWDC，再
生利用困難：224.9 GWDC）と推計された．
農地の想定条件・推計結果

区分 参照データ 面積 設置可能
面積

パネル
変換効率

設置密度
(kW/m2)

ポテンシャル

今回推計
参考：R01
環境省調査
（レベル 2）

田 作物統計 246.9 億m2 130.6 億m2 24.0 % 0.048 626.6 GW
1 182.7 G

畑 作物統計 208.0 億m2 135.2 億m2 24.0 % 0.048 649.4 GW
荒廃農地（再
生利用可能）
（地上設置型）

令和3年度の
荒廃農地面積
について

3.3 億m2 3.3 億m2 24.0 % 0.133 44.0 GW

41.0 GW注2）
荒廃農地（再
生利用可能）
（営農型）

令和3年度の
荒廃農地面積
について

5.8 億m2 3.7 億m2 24.0 % 0.048 17.5 GW

荒廃農地（再
生利用困難）

令和3年度の
荒廃農地面積
について

16.9 億m2 16.9 億m2 24.0 % 0.133 224.9 GW

合計 480.9 億m2 289.7 億m2 － － 1 562.3 GW 1 223.7 GW
注 1） 導入形態は，耕地（田・畑）では営農型，荒廃農地（再生利用可能）は地上設置型と営農型の両方，荒廃

農地（再生利用困難）は地上設置での導入を想定している．（詳細後述）
注 2）R01 環境省調査の対象は「耕作放棄地」であり，今回対象とする荒廃農地とは定義が異なることに留意．

第15図⑿

畑作では多種多様な野菜の生産実績が増加

第16図⒀

農業に使われるエネルギー
　ガソリン：79万4 100 kL
　灯　　油：54万4 600 kL
　軽　　油：59万4 000 kL
　重　　油：205万5 600 kL
　他石油製品：1万2 500 kL
　電　　気：28億9 330 万kW⋅h　   6.3 %

93.7 %

第17図⒁
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③　大規模ソーラカーポート
工場や商業施設には多くの駐車スペースが設
けられている．駐車場スペースの有効活用と車
の保護（熱・雨）にもなるためソーラカーポー
トは非常に有望な設置場所となっている．

お客様 電気代の
お支払い

after FiT

ソーラ
カーポート

ソーラカーポート設置状況

初期費用0円

発電所の設置
O&M

第19図⒃

④　建材一体型太陽光発電
都市部における新たな太陽光発電として，建
材一体型に注目が集まっている．主に高層ビル
の外装材（窓等）とバルコニーの手すりへの採
用が進められている．都市部の高層ビルでは電
気の使用量も大きく，自家消費太陽光発電を設
置したくとも屋上スペースが限られている．そ
の代わり太陽光を遮る隣接建物がない場合にお
いてはビルの側面に設置可能であり有効な方法
として開発が進んでいる．

（外装材導入事例）

（バルコニー手すり導入事例）

1シースルータイプ

3ソリッドタイプ

2ハーフタイプ

T-Green®
Multi Solar

シースルータイプ

T-Green®
Multi Solar
ソリッドタイプ

第 20図⒄

GX：グリーントランス
フォーメンション9

2023年 2月 10日に「GX実現に向けた基
本方針」が閣議決定し，GX（グリーントラン
スフォーメーション）を通じて脱炭素，エネル
ギーの安定供給，経済成長の三つを同時に実現

ろ過池
覆蓋型太陽光
発電装置

沈でん池
太陽電池搭載型
フロー卜遮光装置

覆蓋型太陽光
発電装置

横浜市 小雀浄水場 約1 000 kW
東京都 森ヶ崎水再生センター
約1 000 kW

神奈川県 寒川浄水場 約120 kW 北九州市 日明浄化センター
約270 kW

濃縮槽

第18図⒂
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する方針が示された．①エネルギー安定供給の
確保に向け，徹底した省エネに加え，再エネや
原子力などのエネルギー自給率の向上に資する
脱炭素電源への転換などGXに向けた脱炭素の
取組を進める．② GXの実現に向け，「GX経
済移行債」などを活用した大胆な先行投資支援，
カーボンプライシングによるGX投資先行イン
センティブ，新たな金融手法の活用などを含む
「成長志向型カーボンプライシング構想」の実
現・実行を行うとしている．まとめると，クリー
ンな社会を実現していくために，今後 10年間
に日本全体で 150兆円超の投資を進め，非化
石電源として再エネや原子力発電を活用すると
ともに省エネを促進し経済成長も達成するとい
う大きな流れが決まった．

まとめ10
地球上では地質時代において 5度の大量絶

滅（ビッグファイブ）があったとされる．その
うちのいくつかは急激な気温の変化であったと
されている（原因はさまざま）．産業革命以降，
温室効果ガスである CO2の増大により地球温
暖化は確実に進んでいる．まさに 6度目の大
量絶滅期に入ったという学者も現れている．わ
れわれは自らの子どもや孫の世代の地球環境を
守り，残すために，地球温暖化対策は必ず成し
遂げねばならない．そのための一手が脱炭素化
社会の構築であり再エネの普及である．日本に
おいては太陽光発電が最も普及しやすく，国策
として進めてきた．新たな太陽光発電としてペ
ロブスカイト太陽電池の商業化も見えてきてい
る．先に挙げた新たな設置場所がペロブスカイ
ト太陽電池により，さらに広がる可能性を示し
ている．国策である 2030年目標～ 2050年目
標に向かい新たな可能性の実現を目指そう．
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